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第１ 計画策定の趣旨及び基本的事項 

１  計画策定・変更の趣旨 

ポリ塩化ビフェニル（以下「ＰＣＢ」という。）は、不燃性で化学的に安定しており、

電気絶縁性が良く、沸点が高いなどの特性を有する物質であり、熱媒体、変圧器及びコ

ンデンサー用の絶縁油、感圧複写紙など幅広い分野で使用されてきた。 

しかしながら、１９６８（昭和４３）年に熱媒体として使用されていたＰＣＢが食用

油に混入し、健康被害を発生させたカネミ油症事件が発生し、その毒性が社会問題とな

ったことから、１９７２（昭和４７）年以降ＰＣＢの製造は中止され、１９７３（昭和

４８）年１０月に制定された「化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律」（１９

７３（昭和４８）年法律第１１７号）に基づき、１９７４（昭和４９）年６月からは、

その製造及び輸入が禁止されている。 

その後、国内では、高圧変圧器、高圧コンデンサー等のＰＣＢ使用製品で使用を終え

たものの処理施設設置の動きが幾度かあったが、その処理体制の整備の実現には至ら

ず、これらのＰＣＢ廃棄物は、特別管理産業廃棄物として長期間にわたり事業者により

保管されていた。 

このような状況から、ＰＣＢ廃棄物の適正な処理を推進するため、２００１（平成１

３）年６月２２日に「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置

法」（２００１（平成１３）年法律第６５号。以下「ＰＣＢ特措法」という。）が制定

された。国は、同法に基づき「ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理基本計画」（以下「ＰＣ

Ｂ廃棄物処理基本計画」という。）を策定し、日本環境安全事業株式会社（現 中間貯蔵・

環境安全事業株式会社）を活用した全国５箇所における拠点的広域処理施設を整備する

など、ＰＣＢ廃棄物の処理に関する基本的な体制整備を進めてきた。 

一方、ＰＣＢ特措法施行後の２００２（平成１４）年、ＰＣＢを使用していないとさ

れる変圧器やコンデンサーから微量のＰＣＢが検出されるものがあることが判明し、２

００９（平成２１）年に「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（１９７０（昭和４５）

年法律第１３７号。以下「廃棄物処理法」という。）において無害化処理認定制度の対象

に微量のＰＣＢに汚染された廃棄物が追加され、当該制度を活用して、２０１０（平成

２２）年から処理が始まった。 

本県においては、ＰＣＢ特措法第７条に基づき、２００９（平成２１）年７月、「山

口県ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理計画」を策定し、中間貯蔵・環境安全事業株式会社

北九州ＰＣＢ処理事業所（以下「北九州ＰＣＢ廃棄物処理施設」という。）において、

県内ＰＣＢ廃棄物の計画的な処理を進めてきた。 

しかしながら、世界でも類を見ない、大規模な化学処理方式によるＰＣＢ廃棄物の処

理は、処理開始後に明らかとなった課題への対応等により、当初予定していた２０１６

（平成２８）年７月までの当該処理に係る事業の完了が困難な状況となり、国は２０１

２（平成２４）年１２月にＰＣＢ特措法施行令を改正し、処分期限を２０２７（令和９）

年３月３１日とした。 

  また、国は、２０１６（平成２８）年８月及び２０１９（令和元）年１２月、ＰＣＢ

特措法を改正し、高濃度ＰＣＢ廃棄物の処理対象毎に、処分期間と特例処分期限日を設

定するとともに、無害化処理認定施設等の処理対象となるＰＣＢ廃棄物を拡大し、併せ

て「ＰＣＢ廃棄物処理基本計画」を変更した。 
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しかし、本県を含む北九州事業対象地域内で計画的処理完了期限の後に新たに発覚し

た大型変圧器・コンデンサー等及び安定器・汚染物等の処分が未完了である状況から、

これらの処理完遂に向けて、国は、２０２２（令和４）年５月に「ＰＣＢ廃棄物処理基

本計画」を変更し、北九州事業対象地域内で計画的処理完了期限の後に新たに発覚した

大型変圧器・コンデンサー等については大阪事業及び豊田事業、また、安定器・汚染物

等については北九州事業において継続して処理を実施することとし、各事業において事

業終了準備期間も活用して処理を実施することとした。 

なお、国は、２０２４（令和６）年８月に「ＰＣＢ廃棄物処理基本計画」を変更し、

２０２４（令和６）年３月末で処理事業を終了した北九州・大阪・豊田事業対象地域で

処理事業終了後に発見された高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物は北海道事業において

処理を実施することとした。 

こうした状況を踏まえ、県内のＰＣＢ廃棄物の確実かつ適正な処理を推進し、もって、

ＰＣＢ廃棄物による環境汚染を未然に防止し、県民の健康の保護及び生活環境の保全を

図るため、２００９（平成２１）年７月に策定、２０１７（平成２９）年３月、２０２

０（令和２）年３月及び２０２２（令和４）年１０月に見直した本処理計画を変更する。 

 

２  基本的事項 

(1) 計画の対象 

山口県内のＰＣＢ特措法第２条第１項に規定するＰＣＢ廃棄物とする。 

(2) 計画期間 

２００９（平成２１）年度から２０２７（令和９）年３月３１日まで 

(3) 処分期間等 

     ① 高濃度ＰＣＢ廃棄物※１ 

     以下のとおり、事業別に事業の時期が定められている。 

 

事業名 
高濃度ＰＣＢ 

廃棄物の種類 
計画的処理完了期限 事業終了準備期間 

北九州 
大型変圧器・ 

コンデンサー等 
2019(平成 31)年 3月 31日 

2019（平成 31）年 4月 1日から

2022（令和 4）年 3月 31日まで 

(2019（平成 31）年 3月 31日で事業終了) 

安定器・汚染物

等 
2022（令和 4）年 3月 31日 

2022（令和 4）年 4月 1日から 

2024（令和 6）年 3月 31日まで 

(2024（令和 6）年 3 月 31日で事業終了) 

大阪 
大型変圧器・ 

コンデンサー等 
2022（令和 4）年 3月 31日 

2022（令和 4）年 4月 1日から 

2025（令和 7）年 3月 31日まで 

(2024（令和 6）年 3 月 31日で事業終了) 

豊田 
大型変圧器・ 

コンデンサー等 
2023（令和 5）年 3月 31日 

2023（令和 5）年 4月 1日から 

2026（令和 8）年 3月 31日まで 

(2024（令和 6）年 3 月 31日で事業終了) 
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北海道 大型変圧器・ 

コンデンサー等 
2023（令和 5）年 3月 31日 

2023（令和 5）年 4月 1日から 

2026（令和 8）年 3月 31日まで 

安定器・汚染物

等 
2024（令和 6）年 3月 31日 

2023（令和 6）年 4月 1日から 

2026（令和 8）年 3月 31日まで 

    

② 低濃度ＰＣＢ廃棄物※２ 

処分期間：２０２７（令和９）年３月３１日まで 
 
   ※１ ＰＣＢを使用した電気機器等が廃棄物となったもの 

   ※２ ＰＣＢ濃度が 5,000㎎/㎏以下のＰＣＢ廃棄物（但し、可燃性の場合、100,000mg/kg以 

下）及び、非意図的に微量のＰＣＢが混入した電気機器等 

 (4) 計画の見直し 

ＰＣＢ廃棄物処理基本計画の見直しやＰＣＢ廃棄物処理体制の状況等を勘案し、必

要に応じ見直しを行う。 

 

第２ ＰＣＢ廃棄物の保管量、発生量及び処分量の見込み 

１  ＰＣＢ廃棄物の保管量及び使用製品の所有量 

ＰＣＢ廃棄物を保管する事業者（以下「保管事業者」という。）は、ＰＣＢ特措法第

８条の規定により、毎年度、ＰＣＢ廃棄物の保管状況等を山口県知事（下関市に所在す

る事業場にあっては下関市長）に届け出ることが義務づけられている。 

保管事業者から届け出されたＰＣＢ廃棄物の種類別の保管量及びＰＣＢ使用製品の

所有量は表１－１、表１－２のとおりである。 
 

ＰＣＢ廃棄物の保管量及び使用製品の所有量（2021（令和 3）年 3月 31日現在） 

表１－１ 高濃度ＰＣＢ廃棄物 

種  類 
ＰＣＢ廃棄物の保管量 ＰＣＢ使用製品の所有量 
事業所数 数 量 事業所数 数 量 

変圧器（トランス） 2 3台   

コンデンサー（3kg 以上） 22 51台    

コンデンサー（3kg 未満） 8 911台   

柱上変圧器     

安定器 46 519台 3 98台 

ＰＣＢを含む廃油     

ＯＦケーブル     

その他の機器 1 2台   

感圧複写紙     

ウエス 1 3.54kg   

汚泥     

塗膜     

その他 7 803.68kg    
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表１－２ 低濃度ＰＣＢ廃棄物 

種  類 
ＰＣＢ廃棄物の保管量 ＰＣＢ使用製品の所有量 
事業所数 数 量 事業所数 数 量 

変圧器（トランス） 143 671台 161 1,306台 

コンデンサー（3kg 以上） 58 340台 26 91台 

コンデンサー（3kg 未満） 19 2732台 6 63台 

柱上変圧器 2 38台 1 3台 

安定器 6 34台 2 10台 

ＰＣＢを含む廃油 18 2,132.43kg 2 1.24kg 

ＯＦケーブル 2 2,637kg 1 1kg 

その他の機器 51 142台 25 145台 

感圧複写紙     

ウエス 12 274.66kg   

汚泥 2 115,300kg   

塗膜 5 23,546.52kg 3 192.6kg 

その他 47 40,398.71kg 8 2,766.55kg 

 

※ 「ＰＣＢ使用製品の所有量」とは、電気機器等の電路に敷設されており使用中の機器、試薬と

して試験研究機関等で使用されているものの数量。 

※ 「その他の機器等」とは、リアクトル、放電コイル、サージアブソーバー、計器用変成器、整

流器等をいう。 

※ 「その他」とは、ＰＣＢが付着した容器、部品等をいう。 

※ ＰＣＢを含む廃油等で、容量で届出されているものは１ℓ＝１kgとして換算。 

※ ＯＦケーブル等で、台数で届出されているものは１台＝１kgとして換算。 

 

２  ＰＣＢ廃棄物の発生量、処分量の見込み 

現在使用中のＰＣＢ使用製品は、当該ＰＣＢ使用製品を所有する事業者に対し、処理

期限内に順次その使用の中止と処理を指導することから、これらのＰＣＢ使用製品は、

本処理計画の期間内に新たにＰＣＢ廃棄物として発生することとなる。従って、現在保

管されているＰＣＢ廃棄物（保管量（Ａ））に今後ＰＣＢ廃棄物となるＰＣＢ使用製品

（発生量（Ｂ））を加えたものを処分量として見込むものとする。 

ＰＣＢ廃棄物の種類別の保管量、発生量及び処分見込量は表２－１、２－２のとおり

である。 
 

ＰＣＢ廃棄物の保管量、発生量及び処分見込量（2021（令和 3）年 3月 31日現在） 

表２－１ 高濃度ＰＣＢ廃棄物 

種  類 保管量（Ａ） 発生量（Ｂ） 処分見込量（Ａ＋Ｂ） 

変圧器（トランス） 3台  3台 

コンデンサー（3kg 以上） 51台  51台 

コンデンサー（3kg 未満） 911台  911台 
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柱上変圧器    

安定器 519台 98台 617台 

ＰＣＢを含む廃油    

ＯＦケーブル    

その他の機器 2台  2台 

感圧複写紙    

ウエス 3.54kg  3.54kg 

汚泥    

塗膜    

その他 803.68kg  803.68kg 
 
 
 
表２－２ 低濃度ＰＣＢ廃棄物  

種  類 保管量（Ａ） 発生量（Ｂ） 処分見込量（Ａ＋Ｂ） 

変圧器（トランス） 671台 1,306台 1977台 

コンデンサー（3kg 以上） 340台 91台 431台 

コンデンサー（3kg 未満） 2732台 63台 2795台 

柱上変圧器 38台 3台 41台 

安定器 34台 10台 44台 

ＰＣＢを含む廃油 2,132.43kg 1.24kg 2133.67kg 

ＯＦケーブル 2,637kg 1kg 2,638kg 

その他の機器 142台 145台 287台 

感圧複写紙    

ウエス 274.66kg  274.66kg 

汚泥 115,300kg  115,300kg 

塗膜 23,546.52kg 192.6kg 23739.12kg 

その他 40,398.71kg 2,766.55kg 43165.26kg 

 

第３ ＰＣＢ廃棄物の確実かつ適正な処理体制の確保 

１ 高濃度ＰＣＢ廃棄物の拠点的広域処理 

国は、ＰＣＢ廃棄物処理基本計画に基づき、中間貯蔵・環境安全事業株式会社を活 

用して、全国５箇所に拠点的広域処理施設を整備している。このうち、山口県内のＰ 

ＣＢ廃棄物は北九州ＰＣＢ廃棄物処理施設で２００９（平成２１）年度から処理され 

てきた。 

また、北九州事業対象地域で計画的処理完了期限の後に新規発見された大型変圧器・ 

コンデンサー等については、大阪事業及び豊田事業において処理されてきた。 

なお、令和５年度末で処理事業を終了した北九州・大阪・豊田事業対象地域で処理事

業終了後に発見された高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物は北海道事業において処理が
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行われる。 

北九州ＰＣＢ廃棄物処理施設、大阪ＰＣＢ廃棄物処理施設、豊田ＰＣＢ廃棄物処理施

設及び北海道ＰＣＢ廃棄物処理施設の概要は表－３－１～４のとおりである。 

 

表－３－１  北九州ＰＣＢ廃棄物処理施設の概要 

施設名称 中間貯蔵・環境安全事業株式会社北九州ＰＣＢ廃棄物処理施設 

所在地 福岡県北九州市若松区響町１丁目 

事業対象地域 Ａ地域※１ 

 

 

Ａ地域、Ｂ地域※１及びＣ地域※１ 

(大阪事業所及び豊田事業所にお

ける処理対象物を除く｡) 

事業対象地域以外

に保管されている

処理対象物 

Ｃ地域の車載変圧器の一部、Ｄ

地域※１のコンデンサーの一部 

 

 

処理対象 高圧変圧器・コンデンサー等 安定器及び汚染物等 

処理施設 処理方法：脱塩素化分解 

処理能力：1.5ｔ／日（ＰＣＢ

分解量） 

処理方法：プラズマ溶融分解 

処理能力：10.4ｔ／日（安定器

及び汚染物等の量） 

計画的処理完了期限※２ 2019（平成31）年3月31日 2022（令和4）年3月31日 

事業終了準備期間※３ 2019（平成31）年4月 1日から 

2022（令和4）年3月31日まで 

(2019(平成31)年3月31日で事業終了) 

2022（令和4）年4月 1日から 

2024（令和6）年3月31日まで 

(2024(令和6)年3月31日で事業終了) 
 
 
表－３－２  大阪ＰＣＢ廃棄物処理施設の概要 

施設名称 中間貯蔵・環境安全事業株式会社大阪ＰＣＢ廃棄物処理施設 

所在地 大阪府大阪市此花区北湊白津２丁目 

事業対象地域 Ｂ地域 Ｂ地域 

(小型電気機器の一部に限る。) 

事業対象地域以外

に保管されている

処理対象物 

Ａ地域の大型変圧器・コンデン

サー等の一部 

Ｃ地域の車載変圧器の一部及び

Ｅ地域※１の特殊コンデンサーの

一部 

 

処理対象 大型変圧器・コンデンサー等 安定器及び汚染物等 

処理施設 処理方法：脱塩素化分解 

処理能力：2.0ｔ／日（ＰＣＢ分解量） 

計画的処理完了期限 2022（令和4）年3月31日 2022（令和4）年3月31日 

事業終了準備期間 2022（令和4）年4月 1日から 

2025（令和7）年3月31日まで 

(2024(令和6)年3月31日で事業終了) 

2022（令和4）年4月 1日から 

2025（令和7）年3月31日まで 

(2024(令和6)年3月31日で事業終了) 
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表－３－３  豊田ＰＣＢ廃棄物処理施設の概要 

施設名称 中間貯蔵・環境安全事業株式会社豊田ＰＣＢ廃棄物処理施設 

所在地 愛知県豊田市細谷町３丁目 

事業対象地域 Ｃ地域 

 

Ｃ地域 

(小型電気機器の一部に限る。) 

事業対象地域以外

に保管されている

処理対象物 

Ａ地域の大型変圧器・コンデン

サー等の一部 

Ｂ地域のポリプロピレン等を使

用したコンデンサーの一部 

 

処理対象 大型変圧器・コンデンサー等 安定器及び汚染物等 

処理施設 処理方法：脱塩素化分解 

処理能力：1.6ｔ／日（ＰＣＢ分解量） 

計画的処理完了期限 2023（令和5）年3月31日 2023（令和5）年3月31日 

事業終了準備期間 2023（令和5）年4月1日から 

2026（令和8）年3月31日まで 

(2024(令和6)年3月31日で事業終了) 

2023（令和5）年4月1日から 

2026（令和8）年3月31日まで 

(2024(令和6)年3月31日で事業終了) 

表－３－４  北海道ＰＣＢ廃棄物処理施設の概要 

施設名称 中間貯蔵・環境安全事業株式会社北海道ＰＣＢ廃棄物処理施設 

所在地 北海道室蘭市仲町 

事業対象地域 Ｅ地域 

Ｄ地域及びＥ地域（東京ＰＣＢ

処理事業所における処理対象物

を除く。） 

事業対象地域以外

に保管されている

処理対象物 

Ａ地域、Ｂ地域及びＣ地域の大

型変圧器・コンデンサー等の一部 

Ａ地域、Ｂ地域及びＣ地域の安

定器・汚染物等の一部 

処理対象 大型変圧器・コンデンサー等 安定器及び汚染物等 

処理施設 処理方法：脱塩素化分解 

処理能力：1.8ｔ／日 

（ＰＣＢ分解量） 

処理方法：プラズマ溶融分解 

処理能力：12.2ｔ／日 

（安定器及び汚染物等の量） 

計画的処理完了期限 2023（令和5）年3月31日 2024（令和6）年3月31日 

事業終了準備期間 2023（令和5）年4月 1日から 

2026（令和8）年3月31日まで 

2024（令和6）年4月 1日から 

2026（令和8）年3月31日まで 
 
※１ Ａ地域：鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、 

高知県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、 
沖縄県 

Ｂ地域：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 
Ｃ地域：岐阜県、静岡県、愛知県、三重県 
Ｄ地域：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 
Ｅ地域：北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、 

栃木県、群馬県、新潟県、富山県、石川県、福井県、山梨県、長野県 
※２ 保管事業者が中間貯蔵・環境安全事業株式会社に対し処分委託を行う期限 
※３ 新たに発生するＰＣＢ廃棄物や、処理困難物への対応及び事業終了のための準備 

期間 
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２ 電力会社による処理（参考） 

中国電力株式会社は、同社が保有するＰＣＢ廃棄物及びＰＣＢ使用製品を、同社が広

島県内に設置する処理施設においても処理することとされていた。この処理施設の概要

は表－４のとおりである。  
 
表－４  中国電力株式会社の処理施設の概要 

施設名称 絶縁油リサイクルセンター 柱上変圧器リサイクルセンター 

設置場所 広島市南区宇品東四丁目2-1 広島県安芸郡坂町平成ｹ浜四丁目1-103 

処理方法 脱塩素化分解法 真空加熱分離法 

 
処理能力 

 
PCB使用絶縁油 ： 約0.2ｋℓ/日 
PCB微量混入絶縁油 ：約25.2ｋℓ/日 

 
柱上変圧器容器 : 31ｔ/日 
 
 

運転開始 2006（平成18）年11月 2007（平成19）年5月 

 

３ 低濃度ＰＣＢ廃棄物の処理 

廃棄物処理法に基づき国が認定する無害化処理施設又は各都道府県知事が許可する 

施設により処理する。 

  

４ ＰＣＢ廃棄物の収集運搬の体制 

(1) 収集運搬の安全性の確保等 

ＰＣＢ廃棄物の収集運搬に当たっては、収集運搬を行う者が廃棄物処理法の規定や 

国が策定した「ＰＣＢ廃棄物収集・運搬ガイドライン」（２００４（平成１６）年３ 

月）及び「低濃度ＰＣＢ廃棄物収集・運搬ガイドライン」（２０１９（令和元）年１ 

２月）（以下「ＰＣＢ廃棄物収集・運搬ガイドライン等」という。）を遵守し、適正 

な収集運搬を行うこととされている。 

また、ＰＣＢ廃棄物の収集運搬、ＰＣＢ廃棄物処理施設等への搬入については、広

域調整協議会で決定された事項、各都府県市で定められたＰＣＢ廃棄物処理計画に定

める事項や中間貯蔵・環境安全事業株式会社の搬入調整に従って行うこととされてお

り、県は広域調整協議会等において必要な調整を図る。 

なお、ＰＣＢ廃棄物の主な運搬手段であるトラックによる運搬に関しては、次の事 

項を遵守させ、立地自治体内の輸送規制遵守も含め、安全性の確保を図るものとする。 

① 高速道路、国道等の幹線道路を運行することを基本とする。 

② 幹線道路の選択に当たっては、より高規格の道路を優先するものとする。 

③ 積み込み地が幹線道路に面していない場合は、合理的な経路を経て、速やかに

幹線道路に入るものとする。 

 

(2) 緊急時の連絡体制 

収集運搬時の事故等に備え、県、市町村、警察、消防等の関係機関、保管事業者、 

 収集運搬業者及び中間貯蔵・環境安全事業株式会社等が連携し、迅速且つ適切な対応 
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 が図れるよう緊急連絡体制を整備する。 
 

  
 
 
 
 
 
   
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
図－１ 緊急時連絡体制 

 

第４ ＰＣＢ廃棄物の適正処理の推進方策 

ＰＣＢ廃棄物の確実かつ適正な処理を推進するため、各関係者の役割を次のとおりと 

し、各関係者が協力・連携して処理を推進することとする。 

 

１ 県の役割 

(1) ＰＣＢ廃棄物の適正処理等の監視、指導(下関市の区域については下関市が実施） 

   ① ＰＣＢ廃棄物等の網羅的な把握 

     国、中間貯蔵・環境安全事業株式会社、電気保安関係の事業者等と協力して、新

たなＰＣＢ廃棄物となるＰＣＢ使用製品の使用状況やＰＣＢ廃棄物の保管状況を

把握するための調査を行い、未処理事業者の一覧表を作成し、当該一覧表に掲載さ

れた事業者に対し、処理の時期を確認する。 

② 保管事業者に対する監視、指導等 

ＰＣＢ廃棄物の適正な保管、管理の確保のため、立入検査により廃棄物処理法に 

規定する特別管理産業廃棄物の保管基準等の遵守を指導する。 

また、ＰＣＢ特措法第８条に基づく保管・処分状況の届出を指導するとともに、

処分期間内の処理完了の一日も早い達成に向け指導を徹底する。 

③ 所有事業者に対する監視、指導等 

使用中のＰＣＢ使用製品の計画的な使用中止を指導する。 

また、使用を中止したＰＣＢ使用製品について、ＰＣＢ特措法第８条に基づく保

管・処分状況の届出を指導するとともに、処分期間内の処理完了の一日も早い達成

に向け指導を徹底する。 

④ 収集運搬業者に対する監視、指導 

ＰＣＢ特措法、廃棄物処理法等の関係法令、ＰＣＢ廃棄物収集・運搬ガイドライ

ン等の遵守の徹底を指導するとともに、ＰＣＢ廃棄物の収集運搬や北海道ＰＣＢ廃

棄物処理施設への搬入について広域調整協議会等で決定された事項、各都府県市で

収集・運搬事故発生 

消防署 警察署 収集運搬業者（安全管理責任者） 

山口県 保管事業者 
処分業者 

(中間貯蔵・環境安全事業㈱) 

関係機関 

（道路管理者） 

（河川管理者） 

市町村 

（事故発生地） 
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定められたＰＣＢ廃棄物処理計画に定める事項及び中間貯蔵・環境安全事業株式会

社の搬入調整に従うよう指導する。 

 

(2)  関係機関との連携 

① 広域調整協議会の場等を活用して、高濃度ＰＣＢ廃棄物の処理の進捗状況を確認

するとともに、環境省、中間貯蔵・環境安全事業株式会社、その監督にあたる立地

自治体及びＰＣＢ廃棄物処理施設に搬入する各都府県市と密接に連携するものと

する。 

② 経済産業省中国四国産業保安監督部と連携して、ＰＣＢ使用製品の把握に努め、

これらのＰＣＢ使用製品が処分期間内に適正処理されるよう指導を徹底する。 

③ 立地自治体が講じる処理の安全性の確保・早期処理等を推進するための施策や、

地元の理解と協力を促すために必要な取組に対し、収集運搬の安全確保など積極的

な協力を行うものとする。 

 
(3) 周知、啓発 

ＰＣＢ廃棄物の円滑な処理を推進するため、本計画及びＰＣＢ廃棄物の確実かつ適 

正な処理の推進に必要な事項を関係事業者に対し周知する。 

 

(4) ＰＣＢ廃棄物の処理に対する支援 

ＰＣＢ廃棄物処理費用は高額なことから、ＰＣＢ廃棄物を保管する中小企業者等に 

とって大きな負担となる。このため、２００１（平成１３）年度に環境事業団におい 

て(現、独立行政法人環境再生保全機構）中小企業者の処理費の一部を助成するため、 

「ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理基金」が設置された。２００１（平成１３）年度以 

降、国及び都道府県は毎年度拠出しており、本県においても、２００１（平成１３） 

年度から２０１８（平成３０）年度まで資金を拠出している。 

また、基金への拠出のほか、処分期間内の処理完了の一日も早い達成に向け、ＰＣ 

Ｂ含有電気機器等の分析費補助等、必要な支援を実施することとする。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

    
    

 
 

図－２ ＰＣＢ廃棄物処理基金のしくみ 

 

ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理基金 

国・都道府県 産業界 

独立行政法人 

環境再生保全機構 

中間貯蔵・環境安全事業株式会社 

助成 

処理費用軽減 

中小企業者等の保管事業者 

ＰＣＢ廃棄物の処理費用負担軽減 

補助金 出えん金 
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２ 保管事業者の役割  

保管事業者は、ＰＣＢ特措法に基づき毎年度のＰＣＢ廃棄物の保管・処分状況等を届 

け出るとともに、処分期間内に確実かつ適正にＰＣＢ廃棄物を処理するものとする。 

また、保管中のＰＣＢ廃棄物は、廃棄物処理法に基づく特別管理産業廃棄物保管基準 

に従い適正に保管し、その収集運搬に当たっては特別管理産業廃棄物処理基準に従い適 

正に運搬するものとし、これらの過程においてＰＣＢの漏えい等による人の健康への影 

響や生活環境の保全上支障が生じないための措置を講じるものとする。 

さらに、ＰＣＢ廃棄物の安全で効率的かつ計画的な処理を確保するため、国及び山口 

県、下関市が実施する施策に協力するとともに、中間貯蔵・環境安全事業株式会社の搬 

入調整等に協力するものとする。 

 

３ 所有事業者の役割 

所有事業者は、ＰＣＢ使用製品からのＰＣＢの漏えい、製品の紛失等が発生しないよ 

う適正に管理するとともに、計画的に製品の使用を中止し、ＰＣＢ特措法に基づく届出 

を行うとともに、ＰＣＢ廃棄物を処理期限までに確実かつ適正に処理するものとする。 

また、ＰＣＢ廃棄物の安全で効率的かつ計画的な処理を確保するため、国及び山口県、 

下関市が実施する施策に協力するとともに、中間貯蔵・環境安全事業株式会社の搬入調 

整等に協力するものとする。 

 

４ 収集運搬業者の役割 

収集運搬業者は、ＰＣＢ特措法、廃棄物処理法等の関係法令及びＰＣＢ廃棄物収集・

運搬ガイドライン等で定める基準を遵守するとともに、ＰＣＢ廃棄物処理施設への搬入

に当たっては、広域調整協議会で決定された事項、各都府県市で定められたＰＣＢ廃棄

物処理計画に定める運行条件及び中間貯蔵・環境安全事業株式会社の搬入調整に従い、

適正かつ安全に収集運搬を行うものとする。 

また、収集運搬過程における事故発生等の緊急時には、速やかに関係機関に通報する

とともに、ＰＣＢ廃棄物の飛散・流出防止等の応急措置を講じるものとする。 
 

５ 中間貯蔵・環境安全事業株式会社の役割 

ＰＣＢ特措法、廃棄物処理法等の関係法令を遵守し、ＰＣＢ廃棄物を安全かつ適正に

処理するとともに、ＰＣＢ廃棄物の処理に関する安全対策、環境保全対策等の情報につ

いて積極的な公開に努めるものとする。 

また、ＰＣＢ廃棄物の円滑かつ適正な処理を推進するため、広域調整協議会等におい

て北九州市及び関係都府県と協力・連携するとともに、関係事業者等に対する適切な搬

入調整を行い、処理期限までに確実かつ適正に処理するものとする。 

 

６ その他の関係者の役割 

中間貯蔵・環境安全事業株式会社以外の処分業者、製造者等の関係者は、ＰＣＢ廃棄 

物の計画的、効率的な処理を確保するため国及び山口県、下関市が実施する施策に協 

力するものとする。 


